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農産園芸課分掌事務 

 

 １．農産物の生産計画及び生産振興に関すること。 

（他課（室）の所管に属するものを除く。） 

 ２．農産、園芸及び特用作物の生産に関すること。 

 ３．米穀の需給調整に関すること。 

 ４．農業共済組合等の指導監督に関すること。 

 ５．農業共済団体等の育成指導に関すること。 

 

 

 

 

農産園芸課組織 

  

                                 

農産共済班  ５名 

  農産園芸課長         総括課長補佐        果  樹  班    ４名 

野 菜 班  ６名 

花き特産班  ５名 

計 ２２名 
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　　　　　（単位：千円）

目　　　名 国庫支出金 その他 一般財源

01 農　業　費 563,071 156,402 10,500 396,169

01 農業総務費 163,104 0 0 163,104

07 園芸振興費 239,744 9,275 10,500 219,969 (39,173)

08 農作物対策費 159,292 147,127 0 12,165 (25,503)

11 農業共済団体指導費 931 0 0 931

563,071 156,402 10,500 396,169

672,921 198,180 0 474,741

801,292 266,042 450 534,800

1,864,817 897,542 379,821 587,454

3,388,416 2,285,630 432,468 670,318

2,634,172 1,468,791 522,461 642,920

2,718,936 1,809,815 255,489 653,632

2,540,015 1,446,487 302,154 791,374

3,260,780 710,693 1,944,920 605,167

2,287,257 1,013,402 505,555 768,300

3,026,669 1,888,768 402,400 735,501

2,488,155 1,646,410 3,000 838,745

備　考

（うち６月補正分）

項　　　名

令和　２年度

令和　３年度

平成３０年度

平成２７年度

平成２８年度

令和　６年度

農産園芸課の予算(総括)

合     計

当初予算

財　源　内　訳

平成３１年度

平成２９年度

令和　４年度

令和　７年度

令和　５年度
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【目　　名】  

事　業　名  当初予算額 ６月補正額

事　項　名  国　庫 その他 一般財源

【農業総務費】 163,104 0 0 0 163,104

職員給与費 163,104 0 0 0 163,104

【園芸振興費】 200,571 39,173 9,275 10,500 219,969

園芸振興対策費 20,320 39,173 6,775 10,500 42,218

ながさき未来型果樹産地づくり推進事業費 16,907 0 0 500 16,407

ながさき野菜産地イノベーション事業費　 0 27,036 3,625 10,000 13,411

次代を拓く工芸作物推進事業費　 0 3,870 650 0 3,220

新時代の「ながさきの花」推進事業費 3,413 0 0 0 3,413

世界へ発信する「ながさきの花」事業費　 0 8,267 2,500 0 5,767

ながさき農業気候変動総合対策事業費 19,496 0 0 0 19,496

ながさき農業気候変動総合対策事業費 19,496 0 0 0 19,496

価格安定対策費 160,755 0 2,500 0 158,255

野菜生産出荷安定対策費 160,755 0 2,500 0 158,255

0 0 0 0

【農作物対策費】 133,789 25,503 147,127 0 12,165

農産振興対策費 133,789 25,503 147,127 0 12,165

水田農業効率生産推進事業費　 0 25,503 16,127 0 9,376

農作物種子対策費 2,789 0 0 0 2,789

経営所得安定対策等推進事業費 131,000 0 131,000 0 0

【農業共済団体指導費】 931 0 0 0 931

共済振興対策費 931 0 0 0 931

農業共済団体等指導監督費 931 0 0 0 931

498,395 64,676 156,402 10,500 396,169

予算事業別一覧表

（単位：千円）

財　源　内　訳

合     計       
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農産園芸事業の概要 
 

 

１ 「ながさき園芸産地振興計画２０３０」の推進 
 

園芸部門の振興方策を示した「ながさき園芸産地振興計画 2030」に基づき、スマート技術等の

新技術導入による生産性の向上や気候変動に対応した生産体系の改善、農業のグリーン化の推進

等による省エネルギー・低コスト化を図るなど、環境変化に強く生産性の高い園芸産地づくりを

推進します。 

 

（1）ながさき未来型果樹産地づくり推進事業 

  「第 13次長崎県果樹農業振興計画」の達成による、未来型の果樹農業の実現に向け、新規

就農者等を推進対象として重点的に支援し、培われた技術と樹園地を次世代へ継承する取組

を支援します。さらに、高品質を維持しつつ、生産量の確保を重視する方針へ転換し、国内

外の需要に応える供給体制を構築します。 

 

 

(2) ながさき野菜産地イノベーション事業費 

    新たな農業技術や品種の開発・普及により産地の生産力向上を図るとともに、バリューチ

ェーン構築による輸出拡大等の産地自らが行う課題解決に向けた先進的な取組を支援します。 

 

 (3) 次代を拓く工芸作物推進事業費  

     茶については、「長崎県茶業振興計画」に基づき、産地の維持拡大と消費拡大、茶産地・流通体

制の構築など、茶産地の構造改革のための施策を実施します。 

   葉たばこについては、新たな担い手の確保や省力化による担い手の規模拡大を図り、生産品質向

上対策として、円滑な農地の有効活用を支援します。 

 

(4) 新時代の「ながさきの花」推進事業費 

「新時代の「ながさきの花」推進計画」に基づき、急激な環境変化に対応した生産体制整

備および安定生産対策を行うことで、生産コストの縮減、担い手の確保、消費拡大や新たな

需要の創出を図り、令和12年の花き産出額100億円の達成を目指します。 

 

(5) 世界へ発信する「ながさきの花」事業費 

令和9年3月から9月、最上位（A1）クラスの国際園芸博覧会が横浜市で開催されるこ

とから、屋内出展（短期）を行い、国内外に長崎県産花きや農産物をPRすることで、消

費者の花き及び園芸への興味関心を高めるとともに、輸出の拡大を図ります。 

 

(6) ながさき農業気候変動総合対策事業費 

   気候変動による影響に対応していくための品種や技術等について、調査・開発・実証・普及

を一貫して行うことで、各産地に安定した生産・出荷体制を早急に構築し、気候変動に強い産

地づくりを推進します。 

 

 

4



 (7) 野菜生産出荷安定対策費 

   野菜指定産地の維持・強化を図るため、出荷量の実態調査及び研修会等を実施し、計画的・ 

安定的な野菜供給体制を確立するとともに、野菜指定産地における指定野菜の生産安定を図る 

ため、野菜価格低落時に備え、交付準備金造成費の補助を行います。また、特定野菜産地及び 

指定野菜供給産地から出荷される野菜については、長崎県園芸振興基金協会が行う価格安定事 

業に対して助成し、野菜の需給並びに価格の安定を図ります。 

 

 

２ 水田を中心とした土地利用型農業の展開 
 

 「長崎県水田農業推進方針（水田農業産地計画）」に基づき、「ヒノヒカリ」に代わる新たな

水稲高温耐性品種選定や既存の水稲高温耐性品種の作付拡大、実需者ニーズの高い麦・大豆等の

生産拡大、省力・低コスト化技術等を推進するとともに、経営所得安定対策など国の事業を有効

に活用し、水田農業の維持拡大を推進します。 

 

 (1)水田農業効率生産推進事業費 

需要に応じた生産がより一層求められている中で、生産量を維持拡大するため、「ヒノヒ

カリ」に代わる高温障害を受けにくい同熟期の品種の選定や、省力・低コスト化技術の普及

を図り水田農業の維持拡大目指します。 

 

(2) 農作物種子対策費 

    米・麦・大豆の優良種子及び優良原種を安定生産・確保供給するため、関係団体と一体と

なった生産管理技術の向上、生産体制の整備を図ります。 

 

(3) 経営所得安定対策等推進事業費 

経営所得安定対策等の実施に必要となる推進活動等のうち、都道府県段階及び地域段階の

事業実施主体が行う現場における推進活動や要件確認等に必要となる経費を助成します。 
 
 

３ 農業共済組合の指導等 

 

従来の農業共済事業に加え、青色申告を行っている農業者を対象とした農業経営収入保険制

度の周知及び推進を実施するとともに、農業共済団体の適正な運営と事業の円滑な推進を図る

ため、指導監督を強化します。 

 

(1) 農業共済団体等指導監督費 

  農業保険法に定められた審査承認等の事務処理を行うとともに、農業共済団体の運営の適

正化と健全な発展を図るための情報収集および農業共済組合等に対する指導・監督を行いま

す。 
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予 算 科 目  園芸振興費 

事 業 名 園芸振興対策費 

事 項 名 ながさき未来型果樹産地づくり推進事業費       （果樹班） 

 （根拠法令等） 

 

      

 

事
業
概
要 

「第 13 次長崎県果樹農業振興計画」の達成による、未来型の果樹農業の実現に向け、新規就

農者等を推進対象として重点的に支援し、培われた技術と樹園地を次世代へ継承する取組を支援

する。さらに、高品質を維持しつつ、生産量の確保を重視する方針へ転換し、国内外の需要に応

える供給体制を構築する。 

 

内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

容 

 

（事業実施期間） 令和 8年度～令和 10年度 

  

（実施内容） 

 １．県が行う事業 

（1）新規就農者等への園地集積や樹園地継承の推進 

 トレーニングファームや農地中間管理機構等を活用した担い手育成と一体的な園地集積・

樹園地継承体制の構築 

 担い手ネットワーク等を活用した研修会開催やプロジェクト活動による連携強化と担い手

の資質向上 

（2）生産性向上・安定生産技術の定着促進 

 省力樹形やドローン等のスマート農業技術導入による省力化と生産効率向上 

 優良品種への改植やシールディングマルチ等の導入、年明け出荷みかん比率向上、貯蔵技

術活用等による高単価果実生産拡大 

 高温適応性や生産安定性に資する枝変わり・一樹変異等の優良系統探索 

 リース方式を活用した簡易ハウス整備および共同選果体制整備によるびわ産地維持・発展 

（3）集出荷・販売体制の効率化 

 輸出専用園地の防除体系構築や検疫・鮮度保持対策、現地プロモーション強化による東南

アジア等の海外市場開拓と輸出拡大 

 AI選果機導入や共同選果場整備、物流合理化による集出荷体制効率化とコスト低減 

 

２．団体等への助成事業 

（1）未来へつなぐ樹園地・技術継承支援事業費 

  補助対象者：農業協同組合、農業法人、農業者と一体的な取組を行う団体、公社等 

① 継承樹園地整備支援：樹園地を新規参入者に継承するまで健全に維持するための作業支援 

② 技術継承アドバイザー支援：樹園地の所有者等をアドバイザーとした技術指導への支援 

（2）全国みかん生産府県知事会議（幹事県）負担金 

  補助対象者：全国みかん生産府県知事会議 

（3）びわ簡易ハウス出荷体系整備事業費 

補助対象者：農業協同組合、農業法人、農業者と一体的な取組を行う団体等 

① 生産対策：簡易ハウスの安定生産対策に係る取組に要する経費を支援 

② 販売対策：簡易ハウスで生産されたびわの販売対策に係る取組に要する経費を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

予 

算 

額 

 

(千円) 

年  度 金  額 
財    源    内    訳 

国 庫 県 債 その他 一 般 

令和７年 15,061    15,061 

令和８年 16,907   500 16,407 
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援
し
、
培
わ
れ
た
技
術
と
樹
園
地
を
次
世
代
へ
継
承
す
る
取
組
を
支
援
す
る
。
さ
ら
に
、
高
品
質
を
維
持
し
つ
つ
、
生
産
量
の
確
保
を
重
視
す
る
方
針
へ
転
換
し
、
国
内
外
の
需
要
に
応
え
る

供
給
体
制
を
構
築
す
る
。

≪
事
業
目
標
≫

新
規
就
農
者
等
へ
の
樹
園
地
継
承
面
積
の
拡
大
（2

8
.4

h
a
（R

6
）⇒

4
1
.6

h
a
/
年
（R

1
２
））

事
業

内
容

事
業

イ
メ
ー

ジ

■
優
良
系
統
探
索

■
継
承
樹
園
地
整
備
支
援

■
技
術
継
承
ｱ
ﾄ
ﾞ
ﾊﾞ
ｲ
ｻﾞ
ｰ
支
援

未
来
型
果
樹
農
業
の
姿

定
額
：
1
0

a
あ
た
り
１
０
０
千
円

/年
定
額
：
ｱﾄ
ﾞ
ﾊﾞ
ｲ
ｻﾞ
ｰ
あ
た
り
１
０
千
円

/
月

■
果
樹
型

T
F
の
円
滑
運
営

生
産
性
向
上
・安
定
生
産
技
術
の
定
着
促
進

■
計
画
的
な
園
地
集
積

■
省
力
樹
形
等
の
導
入

集
出
荷
・販
売
体
制
の
効
率
化

慣
行

省
力
樹
形

（
整
列
樹
形
）

■
技
術
等
導
入
に
係
る
事
業
計
画
策
定
支
援み

か
ん

新
規
就
農

募
集

樹
園
地
継
承

■
輸
出
先
国
の
検
疫
等
に
対
応
し
た
産
地
づ
く
り
支
援

害
虫
誘
殺

ト
ラ
ッ
プ

果
樹
型

T
F

ド
ロ
ー
ン

遮
光
ネ
ッ
ト

ｽ
ﾌ
ﾟ
ﾘ
ﾝｸ
ﾗｰ

省
力
樹
形

S
.マ
ル
チ
等

東
南
ア
ジ
ア
等
へ
輸
出

◇
新
規
就
農
者
数

増
◇
樹
園
地
継
承
面
積

増

◇
生
産
量
増

◇
単

収
増

◇
販
売
額
増

【
R
８
予
算
額

１
６

,９
０
７
千
円

う
ち
樹
園
地
継
承
支
援
２

,７
６
０
千
円
、
び
わ
寄
附
金
に
よ
る
支
援
５
０
０
千
円
】
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予 算 科 目 園芸振興費 

事 業 名 園芸振興対策費 

事 項 名 ながさき野菜産地イノベーション事業費 （野菜班） 

 （根拠法令等）廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

 

      

 
事
業
概
要 

新たな農業技術や品種の開発・普及により産地の生産力向上を図るとともに、バリューチェー

ン構築による輸出拡大等の産地自らが行う課題解決に向けた先進的な取組を支援する。 

 

内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

容 

 

（事業実施期間）  

令和 8年度～令和 10年度 

 

 （実施内容） 

1. 県が行う事業 5,836千円 

(1)産地への推進：推進会議の開催、長崎県オリジナル品種現地試験等 

(2)農業団体等への推進：集出荷施設等再編・合理化検討会の開催等 

(3)園芸用廃プラスチック適正処理推進：適正処理についての啓発・指導等 

 

2. 市町、団体等への助成事業等 21,200千円 

(1) 長崎県いちごオリジナル品種育成支援事業 

〇長崎県オリジナル品種の早期育成を図るため、育成系統の現地適応性試験等を支援 

・事業主体：全国農業協同組合連合会長崎県本部、（一社）長崎県園芸種苗供給センター 

・補助金：1,000千円（補助率：1/2以内） 

(2)ばれいしょＧｒ抵抗性品種転換推進事業 

〇Ｇｒ抵抗性品種への転換促進に必要な種ばれいしょ産地育成や栽培・流通上の課題解決のた

めの取組を支援 

 ・事業主体：全国農業協同組合連合会長崎県本部、長崎県種馬鈴薯協会 

 ・補助金：1,200千円（補助率：1/2以内） 

(3)野菜産地ステップアップ事業 

 〇輸出等の新たなバリューチェーンの構築に必要な課題解決を行う産地の取組を支援 

 ・事業主体：農業者が組織する団体又は農業法人 

 ・補助金：5,000千円（補助率：定額、1/2以内） 

(4)離島野菜産地イノベーション促進事業 

 〇離島における野菜産地の構造改革に資する取組を市町と協調支援し、新産地育成を図る 

 ・事業主体：農業者又は農業者が組織する団体 

 ・補助金：4,000千円（補助率：県 1/3以内、市町 1/3以上） 

(5)園芸用廃プラスチック適正処理体制強化事業 

 〇園芸用廃プラスチックの適正処理に必要な設備導入を支援 

 ・事業主体：地域廃プラスチック適正処理推進協議会、市町、農業協同組合 

 ・補助金：10,000千円（補助率：1/2以内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

予 

算 

額 

 

(千円) 

年  度 金  額 
財    源    内    訳 

国 庫 県 債 その他 一 般 

令和 7年 14,107    14,107 

令和 8年 27,036 3,625  10,000 13,411 
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１
．
県
推
進
事
業

（１
）産
地
へ
の
推
進

①
推
進
会
議
の
開
催
、
②
長
崎
県
オ
リ
ジ
ナ
ル
品
種
現
地
試
験
等

（２
）農
業
団
体
等
へ
の
推
進

集
出
荷
施
設
等
再
編
・合
理
化
検
討
会
の
開
催
等

(３
)
園
芸
用
廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
適
正
処
理
推
進

園
芸
用
廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
の
適
正
処
理
に
つ
い
て
の
啓
発
・指
導
等

２
．
市
町
、
団
体
等
へ
の
助
成
事
業
等

（１
）長
崎
県
い
ち
ご
オ
リ
ジ
ナ
ル
品
種
育
成
支
援
事
業

（事
業
主
体
：
Ｊ
Ａ
全
農
な
が
さ
き
、
（一
社
）長
崎
県
園
芸
種
苗
供
給
セ
ン
タ
ー
、
補
助
率
：1
/
2
）

長
崎
県
オ
リ
ジ
ナ
ル
品
種
の
苗
増
殖
技
術
の
検
討
・確
立
、
適
応
性
試
験
を
支
援

（２
）ば
れ
い
し
ょ
G
r抵
抗
性
品
種
転
換
推
進
事
業

（事
業
主
体
：長
崎
県
種
馬
鈴
薯
協
会
、
J
A
全
農
な
が
さ
き
、
補
助
率
：
1
/
2
）

G
r抵
抗
性
品
種
へ
の
転
換
促
進
に
必
要
な
種
ば
れ
い
し
ょ
産
地
育
成
や
栽
培
・流
通
上
課
題
解
決
を
支
援

（３
）野
菜
産
地
ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ
事
業

（事
業
主
体
：農
業
者
が
組
織
す
る
団
体
又
は
農
業
法
人
、
補
助
率
：定
額
、
1
/
2
）

輸
出
等
の
新
た
な
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
の
構
築
に
必
要
な
課
題
解
決
を
行
う
産
地
の
取
組
を
支
援

（４
）離
島
野
菜
産
地
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
促
進
事
業

（事
業
主
体
：農
業
者
又
は
農
業
者
が
組
織
す
る
団
体
、
補
助
率
：県
1
/
３
、
市
町
１
/3
）

離
島
に
お
け
る
野
菜
産
地
の
構
造
改
革
に
資
す
る
取
組
を
市
町
と
協
調
支
援
し
、
新
産
地
育
成
を
図
る

（５
）
園
芸
用
廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
適
正
処
理
体
制
強
化
事
業

（事
業
主
体
：各
地
域
廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
適
正
処
理
協
議
会
、
市
町
、
農
業
協
同
組
合
、
補
助
率
：
1
/2
）

園
芸
用
廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
の
適
正
処
理
に
必
要
な
ト
ラ
ッ
ク
ス
ケ
ー
ル
導
入
を
支
援

2
．
輸
出
等
へ
の
産
地
に
お
け
る
取

組
を
支
援

○
産
地
の
合
意
形
成

○
栽
培
技
術
確
立
に
向
け
た
取
組

○
新
・
生
産
方
式
導
入
に
係
る
資
機

材
導
入

○
輸
出
等
に
対
応
し
た
認
証
等
取
得

○
品
質
向
上
に
必
要
な
取
組

等

【
R
8
予
算
額
：
2
7
,0
3
6
千
円
】

な
が
さ
き
野
菜
産
地
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
事
業
（
R
8
～
R
1
0
）
（
新
規
）

新
た
な
農
業
技
術
や
品
種
の
開
発
・
普
及
に
よ
り
産
地
の
生
産
力
向
上
を
図
る
と
と
も
に
、
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
構
築
に
よ
る
輸
出
拡
大
等
の
産
地
自
ら
が
行
う
課
題
解

決
に
向
け
た
先
進
的
な
取
組
を
支
援
し
、
県
内
他
産
地
へ
の
横
展
開
を
図
る
こ
と
で
、
本
県
野
菜
産
地
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
促
進
す
る
。

【
事
業
内
容
】

１
．
県
オ
リ
ジ
ナ
ル
品
種
の
育
成
・
転
換
を
促
進

○
新
品
種
の
現
地
実
証
圃
の
設
置

<
事
業
イ
メ
ー
ジ
>

〈
ば
れ
い
し
ょ
〉

○
県
内
産
種
い
も
の
活
用
検
討

○
種
い
も
産
地
の
確
保
・
育
成

○
種
い
も
生
産
の
収
益
性
向
上

【
事
業
の
ポ
イ
ン
ト
】

＜
県
内
野
菜
産
地
に
お
け
る
課
題
＞

○
い
ち
ご
等
施
設
野
菜
に
お
け
る
燃
油
等
の
生
産
経
費
高
騰

○
ジ
ャ
ガ
イ
モ
シ
ス
ト
セ
ン
チ
ュ
ウ
の
発
生

○
全
国
的
な
野
菜
流
通
量
の
増
減
に
よ
る
販
売
価
格
の
乱
高
下

○
新
た
な
実
需
者
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応

等 3
．
大
型
施
設
整
備
と
連
携
し

た
新
産
地
の
体
制
構
築
を
支

援 〇
離
島
に
お
け
る
野
菜
産
地
の

構
造
改
革
に
資
す
る
取
組
に
必

要
な
生
産
資
材
の
導
入

〈
い
ち
ご
〉

○
苗
増
殖
技
術
の
検
討
・
確
立

○
輸
送
試
験
等
の
適
応
試
験
の
実
施

等

栽
培
技
術
の
確
立
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予 算 科 目 園芸振興費 

事 業 名 園芸振興対策費 

事 項 名 ［茶］次代を拓く工芸作物推進事業費            （花き特産班） 

 （根拠法令等）「お茶の振興に関する法律」（平成 23年４月 22日法律第 21号） 

 

      

 

事
業
概
要 

「長崎県茶業振興計画」に基づき、産地の維持拡大と消費拡大、茶産地・流通体制の構築など、

茶産地の構造改革のための施策を実施する。 

 

内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

容 

 

（事業実施期間） 令和 8年度～令和 10年度 

  

（実施内容） 

 1．県が行う事業 

 （１）粉末原料用茶をはじめとした輸出促進 

    粉末原料用茶へ茶種転換に向け生産者への説明、地域の合意形成、栽培製茶指導 

 

 （２）有機栽培の推進 

    有機栽培への移行のある生産者に対する栽培指導、専門家を招いた研修会や乗用型草刈

機など新たな技術の推進 

 

 （３）高品質茶産地の確立 

    技術力向上による全国茶品評会での継続した入賞を果たすため、産地指導振興チームを

中心として、品評会対策会議や現地検討会の開催 

 

 （４）消費拡大対策 

    県内外での認知度向上・消費拡大に向け、PRイベント開催など、協議会と連携した企画、

運営 

 

2. 市町、団体等への助成事業等 

(１)「長崎県茶業振興計画」達成推進事業（補助率：1/2以内）1,300千円 

（国費：650千円、県費：650千円） 

     ・事業主体：長崎県茶業振興協議会 

     ・内 容：①茶品評会等の開催に対する支援 

          ②長崎県産茶の販路拡大・消費拡大に対する支援 

         ③輸出体制整備に向けた研修会の開催や展示会への出展 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

予 

算 

額 

 

(千円) 

年  度 金  額 
財    源    内    訳 

国 庫 県 債 その他 一 般 

令和７年 1,906 581   1,325 

令和８年 2,404 650   1,754 
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（参考事項） 
 

 本県の茶生産動向 

 

 １ 茶生産状況                                               

 （全国）          （単位：ha、t） 

年 次 栽培面積 荒茶生産量 

２年 39,100 69,800 

３年 38,000 70,700 

４年 36,900 69,900 

５年 36,000 68,000 

６年 35,100 66,900 
   注）農林水産省「作物統計」「生産農業所得」 
  

（長崎県）                           （単位：戸、ha、t、円、％） 

年 次 栽培農家数 栽培面積 荒茶生産量 
西九州茶流通センターの取扱い 

荒茶数量 １㎏当単価 共販率 

２年 370 650.4 502.9 313.7 1,477 62.4 

３年 367 632.0 672.6 341.1 1,553 50.7 

４年 200 472.7 614.3 339.6 1,595 55.3 

５年 183 459.4 635.5 345.6 1,475 49.0 

６年 163 448.3 571.9 312.0 1,471 54.5 

   注）栽培農家数、栽培面積、荒茶生産量は、農産園芸課調べ 

 

 ２ 令和７年茶期別平均価格（西九州茶流通センタ－取扱い） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
    茶     期 

荒茶数量 荒茶単価  
 

 数量(ｔ)   前年対比(%)  1㎏当単価(円)  前年対比(%) 

一  番  茶 156.4 85 2,394 120 

二  番  茶 130.9 121 935 136 

三  番  茶 12 － 763 － 

合      計 353.4 113 1,727 117 

注）合計は、秋冬番茶等｢その他｣の茶期分を含む。 

 

  

 ３ 緑茶の消費量（供給ベ－ス）の推移       （単位：ｔ、１人当消費量のみ ｇ） 

 
   年  次 国内生産量 輸 入 量 輸 出 量 国内消費量 １人当り消費量 

１世帯当たり支出

金額（長崎市） 
 

 ２年 69,800 3,917 5,274 68,442 544 5,951  

 ３年 78,100 3,194 6,179 75,115 599 5,484  

 ４年 77,200 3,088 6,266 74,022 592 5,477  

 ５年 75,200 3,108 7,579 70,729 569 4,158  

 ６年 73,900 3,032 8,798 68,134 550 4,785  

 ※ 国内生産量は農林水産省「作物統計」、輸出入は財務省「貿易統計」 
      １人当消費量＝国内消費量／国内人口（国内人口は総務省｢人口推計」） 
※ 総務省家計調査＜品目分類＞都道府県庁所在市別１世帯当たり年間の支出金額（二人以上の世帯）より 調査対象：県庁所在地及び政令

指定都市の52市 
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予 算 科 目 園芸振興費 

事 業 名 園芸振興対策費 

事 項 名 ［葉たばこ］ 次代を拓く工芸作物推進事業費  （花き特産班） 

 （根拠法令等） 

事 
業 
概 
要 

本県の離島、半島の基幹作物である葉たばこ産地の維持と新たな担い手の確保、省力化によ

る規模拡大を図るとともに、葉たばこの廃作を行った農地が耕作放棄されることなく、需要の

ある作物へ円滑に転換されるよう取り組む。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
容 

 （事業実施期間） 
   令和8年度～令和10年度 
 
 （事業内容）                    
 １．県が行う事業                                      308千円 
 （１）産地維持対策推進 
 

 （２）全国葉たばこ生産県知事協議会活動 
 
 ２．市町、団体等への助成事業 
 （１）葉たばこ担い手強化対策事業          1,143千円 
 
     ・補 助 率    1/2以内 
     ・事業主体  長崎県葉たばこ振興協議会 

     ・内  容 
①担い手確保対策 

            後継者や新たな担い手を対象に経営及び栽培・調整技術等の基礎研修会の開催 
②生産・品質向上対策 

     病害虫防除技術確立対策 
     省力化機器のデモ実演等 

③経営向上対策 
     中核農家や女性部対象の経営向上研修の開催等 
     品種転換による栽培技術検討、実証圃の設置等 

④協議会事業推進対策 
            事業計画検討会等の実施 
        

 （２）全国葉たばこ生産県知事協議会負担金        15千円 
 
     ・負 担 率  定額 
     ・交 付 先    全国葉たばこ生産県知事協議会 
     ・内  容 

①葉たばこ審議会等への要請・陳情活動 

②情報・資料の収集と交換 等 

 
予 
算 

額 
 
（千円） 

 
    年   度 

 
   金  額 

          財   源   内   訳 

   国  庫    県  債    その他   一  般 

   令和７年 1,834    1,834 

   令和８年 1,466    1,466 
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（参考事項）

１．葉たばこ生産状況

1kg当たり 1戸当たり

単　価 収　量 代　金 栽培面積

24 6,094 8,956 19,673 38,497 1,957 220 429,857 147

25 6,059 8,846 19,844 39,285 1,980 224 444,106 146

26 5,911 8,563 19,979 39,336 1,969 233 459,350 145

27 5,788 8,329 18,687 36,885 1,974 224 442,844 144

28 5,560 7,962 17,945 34,977 1,949 225 439,300 143

29 5,315 7,572 19,023 37,049 1,948 251 489,299 143

30 5,012 7,065 16,998 32,683 1,923 241 462,575 141

1 4,612 6,484 16,798 32,563 1,939 259 502,178 141

2 4,340 6,079 13,748 27,073 1,969 226 445,353 140

3 4,059 5,661 14,237 27,349 1,921 252 483,127 139

4 2,292 3,602 8,782 17,260 1,965 244 479,118 157

5 2,254 3,494 8,722 16,671 1,911 250 477,093 155

6 2,196 3,385 8,336 16,041 1,924 246 473,904 154

7 2,089 3,179 8,305 15,766 1,898 261 495,793 152

24 311 674 1,551 3,246 2,093 230 481,592 217

25 310 664 1,479 3,199 2,163 223 481,714 215

26 306 662 1,601 3,372 2,107 242 509,459 216

27 301 644 1,404 2,984 2,126 218 463,198 214

28 295 626 1,294 2,734 2,113 207 436,904 212

29 286 604 1,691 3,493 2,066 280 578,245 211

30 273 567 1,331 2,655 1,995 235 468,241 208

1 264 542 1,560 3,115 1,996 288 574,410 205

2 255 521 1,235 2,564 2,076 237 492,150 204

3 246 493 1,299 2,482 1,911 263 502,987 201

4 188 389 1,098 2,166 1,972 282 556,565 207

5 188 383 964 1,955 2,029 252 511,025 204

6 183 368 942 1,883 2,000 256 511,171 201

7 176 347 932 1,759 1,887 269 507,391 197

（単位：ａ）

令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年

355 340 0 0 0 0

1,865 1,655 1,590 1,585 1,500 1,390

28,466 27,411 22,740 22,337 21,830 19,561

2,315 2,155 1,175 1,180 1,190 1,150

4,195 4,000 2,480 2,500 2,470 2,420

5,305 4,870 3,000 2,980 2,790 2,340

9,975 9,085 7,956 7,815 7,505 5,540

52,476 49,516 38,941 38,397 37,285 32,401県　計

西九州たばこ耕作組合調べ

島原市

長
 
 
崎

２．市町別たばこ栽培面積の推移

大村市

市町村名

年次

壱岐市

五島市

全国たばこ耕作組合中央会、西九州たばこ耕作組合調べ

南島原市

全
 
 
国

（戸、ha、ｔ、百万円、円／kg、kg、円、ａ）

生　産　量
10　ａ　当　た　り

販売代金栽培戸数

松浦市

栽培面積

平戸市

区分
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予 算 科 目 園芸振興費 

事 業 名 園芸振興対策費 

   事 項 名 新時代の「ながさきの花」推進事業費 （花き特産班） 

 （根拠法令等） 

事 
業 
概 
要 

新時代の「ながさきの花」推進計画に基づき、社会情勢変化や急激な気候変動に対

し、安定生産体制の整備により生産性を向上させ、新時代の「ながさきの花」産地づ

くりに取り組み、令和12年の産出額100億円の達成を目指す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

容 

  

（事業実施期間） 

   令和8年度～令和10年度 

 

 

 （実施内容） 

１．県が行う事業 

  (1)環境変化に対応した生産体制整備・安定生産支援 899千円 

①コスト低減・経営体質強化研修会 

②業務需要の減少で影響を受けているきくについて、品目転換や補完品目の 

実証・検討 

③新たな販売管理システム導入の実証・検討と効率的な輸送体制の実証・検討 

④病害虫抵抗性を持ち、かつ商品性の高い品種の育成 

 

  (2) 海外への需要に応える規格・品目強化     1,038千円 

  ①国際園芸博覧会に合わせ、首都圏の仲卸・生花店での販売促進 

  ②全国組織と連携した輸出品目の拡大  

   

(3)花き振興施策情報収集活動            109千円 

   

(4)九州花き振興協議会負担金             17千円 

 

 ２．市町、団体等への助成事業等 

  (1)花き生産組織充実・強化対策          1,350千円 

    ・事業内容：長崎県花き品評会、展示商談会、専門部会活動、研修事業、 

情報提供、(一社)日本花き生産協会会費等 

    ・事業主体：長崎県花き振興協議会 

    ・補助率  ：1/2以内 

 

  

    

  

 

  
 

 
予 
算 
額 
 

(千円) 

 
年  度 

 
金  額 

財      源      内     訳 

国   庫 県   債 そ の 他 一 般 

令和７年 

 

3,452    3,452 

令和８年 

 

3,413    3,413 
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（参考資料１）

（単位：戸、a、千本、千鉢、百万円）

栽培戸数 363 － － － － － － －

栽培面積 9,500 17,400 16,700 16,000 16,100 15,800 15,600 15,300

出荷量 42,500 72,200 56,800 49,900 49,700 47,200 49,500 47,100

産出額 2,301 3,600 3,000 2,600 2,600 2,900 3,500 3,400

栽培戸数 57 － － － － － － －

栽培面積 2,100 1,840 1,530 1,570 1,470 1,420 1,400 1,360

出荷量 19,000 17,200 15,100 14,300 13,200 13,400 13,400 12,300

産出額 841 800 700 600 600 800 900 800

栽培戸数 39 － － － － － － －

栽培面積 1,100 － 443 － － 367 － －

出荷量 7,000 － 2,550 － － － － －

産出額 312 300 200 200 200 200 200 200

栽培戸数 459 － － － － － － －

栽培面積 12,700 － 18,673 － － － － －

出荷量 68,500 － 74,450 － － － － －

産出額 3,454 4,700 3,900 3,400 3,400 3,900 4,600 4,400

栽培戸数 44 － － － － － － －

栽培面積 600 747 802 818 813 823 835 837

出荷量 1,510 2,210 1,660 1,550 1,550 1,580 1,650 1,620

産出額 100 300 － 200 200 200 300 300

栽培戸数 62 － － － － － － －

栽培面積 400 － 365 － － 319 － －

出荷量 1,580 － 1,220 － － － － －

産出額 217 200 200 200 200 200 200 200

栽培戸数 56 － － － － － － －

栽培面積 500 － 203 － － 185 － －

出荷量 2,370 － 867 － － － － －

産出額 60 100 － － 100 100 100 100

栽培戸数 - － － － － － － －

栽培面積 6,000 － 10,957 － － － － －

出荷量 16,240 － 26,503 － － － － －

産出額 1,200 1,000 － － － － － －

栽培戸数 982 － － － － － － －

栽培面積 20,200 31,500 31,000 30,100 30,400 29,800 29,500 29,100

出荷量 90,200 112,800 104,700 99,400 101,800 96,300 99,700 97,200

産出額 5,031 6,300 － － － － － －

栽培戸数 38 － － － － － － －

栽培面積 1,488 1,020 942 － － 890 － －

出荷量 923 1,180 1,000 － － － － －

産出額 653 1,700 － － － － － －

栽培戸数 - － － － － － － －

栽培面積 - － 1,070 － － 914 － －

出荷量 3,637 － 3,840 － － － － －

産出額 142 100 － － － － － －

栽培戸数 159 187 － － － － － －

栽培面積 10,233 944 － － － 211 － －

産出額 489 30 － － － 100 100 －

栽培戸数 - － － － － － － －

栽培面積 - 33,400 － － － － － －

産出額 6,315 8,100 7,400 6,800 7,300 8,200 8,900 9,000

２．長崎市での切り花及び園芸用品の１世帯（二人以上の世帯）当たり年間購入額の推移　 （単位：円）
H2 H27 R2 R3 R4 R5 R6 R7

全国 10,788 9,616 8,401 7,899 7,992 8,034 7,684 7,737
長崎 16,142 8,687 8,564 7,586 8,645 8,026 6,646 7,673
順位 2 30 17 28 12 23 38 20
全国 7,143 8,697 7,756 8,807 8,985 8,393 8,293 8,505
長崎 4,200 6,587 6,415 6,578 5,942 6,050 5,147 5,316
順位 42 36 38 36 38 31 42 42

R3R2

１．長崎県花き栽培の推移

品目 H10 H26

ゆり

ｽﾀｰﾁｽ

その他

園芸用品

切花小計

鉢もの類

花壇用
苗もの類

花木類

合計

きく

R6R5R4H31

区          分

切り花

ｶｰﾈｰｼｮﾝ

ばら

小    計

ﾄﾙｺｷﾞｷｮｳ
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予 算 科 目 園芸振興費 

事 業 名 園芸振興対策費 

   事 項 名 世界へ発信する「ながさきの花」事業費 （花き特産班） 

 （根拠法令等） 

事 
業 
概 
要 

令和9年3月から9月、最上位（A1）クラスの国際園芸博覧会が横浜市で開催される

ことから、屋内出展（短期）を行い、国内外に長崎県産花きや農産物をPRすることで、

消費者の花き及び園芸への興味関心を高めるとともに、輸出の拡大を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

容 

  

（事業実施期間） 

   令和8年度 

 

 

 （実施内容） 

１．県が行う事業 

  (1)屋内出展（短期）への出展（令和9年3月19日～3月28日） 5,000千円 

・長崎県産花きの品質や魅力をPRし、県内外における花き需要の拡大を図るた

め「2027年国際園芸博覧会」の屋内展示（短期）に出展 

 

  (2)イベントスペースでの催事実施                       2,185千円 

  ・展示期間のうちに2日間で、花だけでなく、長崎県のブランド力向上や認知度

向上を図るため、特産品や食、観光資源などをPRする催事を実施 

 

(3)出展対応および催事対応                         1,082千円 

  ・国際園芸博覧会への出展ブース運営およびイベントスペースでの催事対応に

かかる旅費 

 

 
予 
算 
額 
 

(千円) 

 
年  度 

 
金  額 

財      源      内     訳 

国   庫 県   債 そ の 他 一 般 

令和７年 

 

― ―   ― 

令和８年 8,267 2,500   5,767 
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１
．
2
0
2
7
年
国
際
園
芸
博
覧
会
へ
の
出
展
（
園
芸
博
会
期
：
令
和
9
年
3
月
1
9
日
～
9
月
2
6
日
）

（
１
）
屋
内
出
展
（
短
期
）
へ
の
出
展
（
令
和
9
年
3
月
1
9
日
～
3
月
2
8
日
）

（
２
）
イ
ベ
ン
ト
ス
ペ
ー
ス
で
の
催
事
実
施

２
．
園
芸
博
出
展
時
期
に
合
わ
せ
た
花
き
生
産
対
策

世
界
へ
発
信
す
る
「な

が
さ
き
の
花
」事

業
（
R
8
）
（新

規
）

【事
業
内
容
】

令
和
9
年
3
月
か
ら
9
月
、
最
上
位
（
A
1
）
ク
ラ
ス
の
国
際
園
芸
博
覧
会
が
横
浜
市
で
開
催
さ
れ
る
こ
と

か
ら
、
国
内
外
に
長
崎
県
産
花
き
を
P
R
し
、
輸
出
の
拡
大
を
図
る
絶
好
の
機
会
と
な
る
。

長
崎
県
で
は
、
家
庭
で
の
花
き
消
費
が
低
迷
し
て
お
り
、
消
費
者
の
花
き
及
び
園
芸
へ
の
興
味
関
心
を
高

め
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

こ
の
こ
と
か
ら
、
上
記
の
「
2
0
2
7
国
際
園
芸
博
覧
会
」の
屋
内
出
展
（
短
期
）
を
行
い
、
長
崎
県
の
花
き

を
は
じ
め
、
園
芸
、
特
産
品
、
観
光
の
P
R
を
行
う
。

※
ま
た
、
土
木
部
都
市
政
策
課
に
お
い
て
、
屋
外
出
展
（
全
期
間
）
に
つ
い
て
予
算
要
求
さ
れ
て
い
る
。

【事
業
の
ポ
イ
ン
ト
】

※
出
展
イ
メ
ー
ジ

※
農
産
物
試
食
・
販
売
イ
メ
ー
ジ

公
式
マ
ス
コ
ッ
ト
キ
ャ
ラ
ク
タ
ー

ト
ゥ
ン
ク
ト
ゥ
ン
ク

※
出
展
イ
メ
ー
ジ

名
称
：
２
０
２
７
年
国
際
園
芸
博
覧
会

G
R

EE
N
×

EX
P

O
2

0
2

7
位
置
付
け
：
最
上
位
の
国
際
園
芸
博
覧
会
（

A
1
）

   
 国
際
博
覧
会
条
約
に
基
づ
く
認
定
博
覧
会

テ
ー
マ
：
幸
せ
を
創
る
明
日
の
風
景

～
Sc

en
er

y 
o

f 
th

e 
Fu

tu
re

 f
o

r 
H

ap
p

in
es

s～
開
催
場
所
：
神
奈
川
県
横
浜
市
旭
区
・
瀬
谷
区

   
   

   
   

   
   

   
（
旧
上
瀬
谷
通
信
施
設
の
一
部
）
約

1
0

0
h

a
開
催
期
間
：

2
0

2
7
年

3
月

1
9
日
～

9
月

2
6
日
（

1
9

2
日
間
）

参
加
者
数
：

1
,5

0
0
万
人
（
有
料
来
場
者
数

1
,0

0
0
万
人
以
上
）

開
催
者
：
公
益
財
団
法
人

2
0

2
7
年
国
際
園
芸
博
覧
会
協
会

事
業
費
：
会
場
建
設
費
最
大

4
1

7
億
円
、
運
営
費

5
3

6
億
円
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予 算 科 目    園芸振興費 

事 業 名    ながさき農業気候変動総合対策事業費 

事 項 名    ながさき農業気候変動総合対策事業費       （果樹班） 

  （根拠法令等） 

  事 
 
  業 
 
  概 
 
   要 

気候変動による農業への影響に対応していくための品種や技術等について、調査・開発・

実証・普及を一貫して行うことで、各産地に安定した生産・出荷体制を早急に構築し、気候

変動に強い産地づくりを推進する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
   内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   容 

（事業実施期間） 令和7年度～令和9年度 

（事業内容） 

１．県推進事業  15,677千円（国庫：6,415千円）（県費：9,262千円） 

気候変動による影響が顕著になる中、各産地において安定生産に向けた対策の検討や体制の

構築を図り、気候変動に強い産地づくりを推進するとともに、気候変動に対応していくための

新技術・新品種の調査・研究開発・現地実証を一貫して実施 

 

（１）気候変動に強い産地の構築支援 

・気候変動に強い産地づくり推進・助言 

・気候変動に対応した生産技術の産地研修会開催 

・産地の生産量・品質向上等の技術の助言・指導 等 

 

（２）気候変動に対応した品目・品種・技術の調査 

・先進品目・品種・技術の事例調査 

 

（３）気候変動に対応した新技術の研究・開発 

・温暖化に対応した農畜産物の生産技術の研究・開発 

 

（４）県による猛暑等に対応する新品種・新技術の現地実証 

・気候変動対策のうち高温対策について重点的に検証 

 

２．市町等への助成事業 64,435千円（国庫：23,893千円）（県費：40,542千円） 

（１）各分野での気候変動対策資機材の導入支援 

・園芸・農産・畜産の各分野において、高温や大雨・長雨、低温・凍霜害、干ばつなどへの

対策に係る資機材の産地への導入を支援（補助率：県 1/3、1/2、市町 1/10以上） 

 

（２）産地主体による気候変動対策技術等の現地実証 

・高温や大雨・長雨、低温・凍霜害などの対策に係る技術の産地自らによる実証を支援（補

助率：定額） 

  予 
 
  算 
   

額 
  
(千円) 

 
年   度 

 
金   額 

    財     源     内     訳 

  国   庫   県  債   そ の 他 一 般 

令和 ７年 

 

 

   64,747    30,960   33,787 

令和  ８年    80,112 ※    30,308   49,804 

※ 令和８年度実質予算額（令和７年補正：60,616、令和８年：19,496） 
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１
．
県
推
進
事
業

1
5

,6
7

7
千
円

 
 

 

・気
候
変
動
に
対
応
し
た
生
産
技
術
の
産
地
研
修
会
開
催
等

・先
進
的
品
目
・品
種
・技
術
の
事
例
調
査

・温
暖
化
に
対
応
し
た
農
畜
産
物
の
生
産
技
術
の
研
究
・開
発

【例
】
（い
ち
ご
）気
候
変
動
に
対
応
し
た
花
芽
分
化
技
術
の
開
発

（肉
用
牛
）夏
場
の
受
胎
力
向
上
に
向
け
た
受
精
卵
移
植
技
術
の
確
立

・猛
暑
等
に
対
応
す
る
新
技
術
・品
種
の
現
地
実
証

【例
】
（花
き
）高
温
に
強
い
品
種
の
選
定

な
が
さ
き
農
業
気
候
変
動
総
合
対
策
事
業
（
R
７
～

R
９
）（
拡
充
）

【事
業
内
容
】

２
．
市
町
等
へ
の
助
成
事
業

 
6

4
,4

3
5
千
円

園
芸
・農
産
・畜
産
の
各
分
野
に
お
い
て
気
候
変
動
対
策
に
係
る
、
産
地
に
よ
る

現
地
実
証
と
資
機
材
の
導
入
を
支
援
。

・補
助
率

[現
地
実
証

]定
額
（上
限

3
0

0
千
円

/産
地
）

 
  
 [
導
入
支
援

]県
：1

/3
以
内
、
1
/2
以
内

市
町
：1

/1
0
以
上

・事
業
メ
ニ
ュ
ー

【例
】（
み
か
ん
）果
樹
鮮
度
保
持
設
備
、
（い
ち
ご
）株
冷
用
冷
蔵
保
管
庫

  
  

  
  
（ア
ス
パ
ラ
ガ
ス
）高
畝
栽
培

１
．
事
業
の
ポ
イ
ン
ト

気
候
変
動
に
よ
る
影
響
に
対
応
し
て
い
く
た
め
の
品
種
や
技
術
等
に
つ
い
て
、
調
査
・開
発
・実
証
・普
及
を
一
貫
し
て
行
い
、
各
産
地
に
安
定
し
た
生
産
・
出
荷
体
制
を
早
急
に
構
築

し
、
気
候
変
動
に
強
い
産
地
づ
く
り
を
推
進
。

２
．
前
年
か
ら
の
主
な
変
更
点

県
に
よ
る
品
種
選
定
な
ど
の
実
証
に
加
え
、
産
地
主
体
に
よ
る
対
策
技
術
等
の
試
験
・検
証
を
新
た
に
支
援
し
、
新
技
術
等
の
導
入
を
加
速
化
さ
せ
る
と
と
も
に
、
産
地
へ
の
資
機
材

導
入
支
援
事
業
の
メ
ニ
ュ
ー
を
拡
充
（干
ば
つ
対
策
）し
、
各
産
地
・品
目
の
生
産
に
お
い
て
懸
念
さ
れ
る
気
候
変
動
リ
ス
ク
へ
幅
広
く
対
応
す
る
。

３
．
振
興
局
へ
の
依
頼
事
項

①
産
地
計
画
書
の
策
定
支
援
②
気
候
変
動
に
対
応
し
た
生
産
技
術
の
産
地
研
修
会
の
開
催

③
産
地
の
生
産
量
・品
質
向
上
等
の
技
術
助
言
・指
導
④
産
地
計
画
の
達
成
に
向
け
た
産
地
主
体
に
よ
る
対
策
技
術
の
実
証
、
補
助
事
業
の
活
用
推
進

★
R

8
年
度
拡
充
：気

候
変
動
に
強
い
産
地
づ
く
り
体
制
の
強
化

産
地
主
体
の
試
験
・検

証
に
よ
り

対
策
技
術
等
の
導
入
加
速
化

資
機
材
導
入
支
援
へ
の

支
援
メ
ニ
ュ
ー
の
拡
充

➢
こ
れ
ま
で
の
気
候
変
動
対
策
に
加
え
、

干
ば
つ
対
策
の
メ
ニ
ュ
ー
を
新
た
に

拡
充

➢
県
に
よ
る
実
証
（
品
種
選
定
等
）
に
加
え
、

産
地
主
体
に
よ
る
対
策
技
術
等
の
試
験
・

検
証
を
新
た
に
支
援

花
芽
分
化
条
件
等
の
検
討

【
い
ち
ご
】
気
候
変
動
に
対
応
し
た
安
定

生
産
技
術
の
確
立

研 究 開 発
【
肉
用
牛
】
夏
場
の
受
胎
力
向
上
に
向
け
た

受
精
卵
移
植
技
術
の
確
立

【
み
か
ん
】
果
樹

鮮
度
保
持
設
備

【
い
ち
ご
】
株
冷
用

冷
蔵
保
管
庫

【
ア
ス
パ
ラ
ガ
ス
】

高
畝
栽
培

導 入 支 援現 地 実 証

【
花
き
】
高
温
に
強
い
品
種
の
選
定

(
県
主
体
に
よ
る
現
地
実
証

)

【
露
地
野
菜
】

保
水
資
材
の

効
果
検
証

（
干
ば
つ
対
策
）

【
露
地
野
菜
】

ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー

（
干
ば
つ
対
策
）

【
み
か
ん
】

ク
ラ
ウ
ド
型
マ
ル
ド
リ

コ
ン
ト
ロ
ー
ラ
ー

（
干
ば
つ
対
策
）

【
新
】
産
地
主
体
に
よ
る
現
地
実
証

【
拡
】
資
機
材
導
入
支
援
メ
ニ
ュ
ー
拡
充

★
新

規
取

組

【
R

7
補
正
：6

0
,6

1
6
千
円

,R
8
当
初
：1

9
,4

9
6
千
円

,
合
計
金
額

:8
0

,1
1
2
千
円
】
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  予 算 科 目 園芸振興費 

事 業 名 価格安定対策費 

事 項 名 野菜生産出荷安定対策費                       （野菜班） 

（野菜班） （根拠法令等） 
   野菜生産出荷安定法 
    特定野菜等供給産地育成価格差補給事業実施要領 

  
事 
業 
概 
要 

  
  野菜指定産地の維持・強化を図るため、出荷量の実態調査及び研修会等を実施し、計画的・安定的な野
菜供給体制を確立する。また、野菜指定産地における指定野菜の生産安定を図るため、野菜価格低落時に
備え、交付準備金造成費の補助を行う。特定野菜産地及び指定野菜供給産地から出荷される野菜について
は、長崎県園芸振興基金協会が行う価格安定事業に対して助成し、野菜の需給並びに価格の安定を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
容 

 （事業実施期間） 

   昭和46年～ 

 （実施内容）           

１ 野菜指定産地指導費   798千円 

（１）野菜指定産地整備活性化推進 

  ① 野菜指定産地の指導 

  ② 調査等の実施 

  ③ 野菜価格安定対策事業研修会の開催（県主催） 

  ④ 野菜の入荷量及び価格等の資料作成、公表協議会への出席 

（２）野菜需給均衡総合推進対策事業 

（３）指定産地強化対策 

 

２ 野菜価格安定対策事業 

（１）令和８年度資金造成額等      ※表内の数字は令和８年２月現在の見込（単位：ｔ、千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 種ばれいしょ原・採種ほ設置委託 
   ・委 託 先：長崎県種馬鈴薯協会 

・委託料：1,100千円（原種ほ12ha、採種ほ62ha） 
 

４ 国産野菜サプライチェーン連携強化緊急対策事業（国庫：2,500千円、補助率：1/2以内、定額） 
  ・内容：加工・業務用野菜の周年安定供給体制の構築を図るための対策を総合的に支援 
 

   
 
予 
算 
額 
 

(千円) 

 
     年   度 

 
     金  額 

          財   源   内   訳 

   国  庫 県 債 その 他   一  般 

    令和７年   194,676         194,676 

    令和８年   160,755    2,500   158,255 
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１ 野菜生産出荷安定法に基づく野菜指定産地            令和８年２月現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 野菜価格安定事業令和７年度資金造成実績（単位：ｔ、千円）         
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予 算 科 目 農作物対策費 

事 業 名 農産振興対策費 

事 項 名 水田農業効率生産推進事業費            （農産共済班） 

 （根拠法令等）主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律 

米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律 

農産物検査法 

麦類生産技術向上事業要綱・要領 

 

      

 
事
業
概
要 

需要に応じた生産がより一層求められている中で、県産米は依然として不足しており、麦・大

豆も需要に応じた生産ができていない。生産量を維持拡大するため、「ヒノヒカリ」に代わる高

温障害を受けにくい同熟期の品種の選定や、省力・低コスト化技術の普及を図り水田農業の維持

拡大目指す。 

 

内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

容 

 

（事業実施期間） 令和 8年度～令和 10年度 

  

（実施内容） 

 1.県が行う事業 6,876千円（県費：6,876千円） 

(1)「ヒノヒカリ」に代わる水稲高温耐性品種への転換推進 

(2)省力化・低コスト化技術の導入推進 

(3)麦・大豆の需要に応じた生産力等向上推進 

(4)品種転換を踏まえた種子産地の維持や新産地設立等生産体制の検討、整備 

(5)食糧法及び米トレーサビリティー法に基づく立入調査等 

(6)農産物検査法に係る登録検査機関の登録・更新・変更及び立入検査等 

 

2.市町、団体等への助成事業  18,627千円 （県費：2,500千円） 

(1)水田農業省力・低コスト化技術実践事業 2,500千円（県費） 

① 水田農業省力・低コスト化技術実践事業（補助率：定額） 

水田営農品目の省力・低コスト化技術や栽培体系確立に向けた実証、普及に向けた取組

を支援 

② 水田農業省力化機械操作技術習得支援事業（補助率：1/2以内） 

水田農業の省力化につながる機械の操作技術習得を支援 

 

(2)麦類生産技術向上事業  16,127千円（国庫、補助率：定額） 

近年の麦類を取り巻く課題に対し、麦の生産性向上を図る産地を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

予 

算 

額 

 

(千円) 

年  度 金  額 
財    源    内    訳 

国 庫 県 債 その他 一 般 

令和 7年 9,878 0   9,878 

令和 8年 25,503 16,127   9,376 
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【R
8
予
算
額
：2
5
,5
0
3
千
円
（R
7
：9
,8
7
8
千
円
）】

水
田
農
業
効
率
生
産
推
進
事
業
費
（
R
8
～
R
1
0
）（
継
続
新
規
）

乾
田
直
播
技
術

直
接
圃
場
に
播
種
を
行
う
こ

と
で
育
苗
・
田
植
え
作
業
の

省
略
が
可
能

省
力
・
低
コ
ス
ト
化
技
術
の
実
証
例

県
推
進
事
業

（１
）「
ヒ
ノ
ヒ
カ
リ
」に
代
わ
る
水
稲
高
温
耐
性
品
種
へ
の
転
換
推
進

・
県
内
の
水
稲
作
付
面
積
の
４
割
を
占
め
高
温
障
害
を
受
け
や
す
い
既
存
水
稲
品
種
「ヒ
ノ
ヒ
カ
リ
」に
代
わ
る

同
熟
期
の
新
た
な
高
温
耐
性
品
種
の
選
定
、
品
種
転
換
に
向
け
た
関
係
機
関
と
の
協
議

（２
）省
力
化
・低
コ
ス
ト
化
技
術
の
導
入
推
進

・
高
密
度
播
種
、
直
播
、
一
工
程
播
種
な
ど
省
力
低
コ
ス
ト
技
術
の
導
入
推
進
に
向
け
、
技
術
検
討
会
や
実
演
会
を
開
催

（３
）麦
・大
豆
の
需
要
に
応
じ
た
生
産
力
等
向
上
推
進

（４
）品
種
転
換
を
踏
ま
え
た
種
子
産
地
の
維
持
や
新
産
地
設
立
等
生
産
体
制
の
検
討
、
整
備

（５
）食
糧
法
及
び
米
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
ー
法
に
基
づ
く
巡
回
調
査
等

（６
）農
産
物
検
査
法
に
係
る
登
録
検
査
機
関
の
登
録
・更
新
・変
更
及
び
立
入
検
査
等

市
町
、
団
体
へ
の
助
成
事
業

○
水
田
農
業
省
力
化
技
術
実
践
事
業

（補
助
率
：定
額
、
1
/2
以
内
）

（１
）地
域
の
実
情
に
対
応
し
た
高
密
度
播
種
、
直
播
な
ど
の
省
力
低
コ
ス
ト
化
技
術
の
実
証
支
援

・
①
振
動
ロ
ー
ラ
ー
式
乾
田
直
播
技
術
、
②
高
密
度
播
種
苗
移
植
技
術
、
③
部
分
浅
耕
播
種
技
術
等
の
実
証
、
普
及

に
か
か
る
ソ
フ
ト
経
費
を
支
援
（定
額
）

（２
）水
田
農
業
の
省
力
化
に
つ
な
が
る
機
械
の
操
作
技
術
習
得
支
援

・
無
人
ヘ
リ
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
の
操
作
技
術
研
修
の
費
用
を
支
援
（
1
/2
以
内
）

〇
麦
類
生
産
性
向
上
事
業
（国
庫

補
助
率
：定
額
）

・近
年
の
麦
類
を
取
り
巻
く
課
題
に
対
し
、
麦
の
生
産
性
向
上
を
図
る
産
地
を
支
援

高
密
度
播
種
技
術

播
種
量
を
増
や
す
こ
と
で
育
苗
箱

の
枚
数
を
減
ら
し
、
育
苗
管
理
や

移
植
の
補
助
作
業
等
の
省
力
化
が
可
能

一
工
程
播
種
技
術

荒
起
こ
し
作
業
を
省
略
し
て
播
種
す
る
こ
と
で
、
作
業

の
省
力
化
が
可
能

【
事
業
内
容
】

1
.
事
業
の
ポ
イ
ン
ト

全
国
的
な
米
不
足
で
需
要
に
応
じ
た
生
産
が
よ
り
一
層
求
め
ら
れ
て
い
る
中
で
、
長
崎
県
で
は
依
然
と
し
て
県
産
米
の
生
産
は
不
足
。
ま
た
、
麦
・大

豆
は
、
収
量
・品
質
が
安
定
し
て
お
ら
ず
実
需
の
要
望
を
満
た
せ
て
い
な
い
。
本
事
業
で
は
米
・麦
・大
豆
の
需
要
に
応
じ
た
生
産
の
た
め
『生
産
量
確

保
』
を
目
的
と
し
た
取
組
を
支
援
・実
施
す
る
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予 算 科 目 農作物対策費 

事 業 名 農産振興対策費 

事 項 名 農作物種子対策費            （農産共済班） 

 （根拠法令等）長崎県主要農作物種子条例 

 

 

 

事
業
概
要 

米、麦、大豆の優良種子、優良原種を安定生産、確保供給するため、関係団体と一体となった

生産管理技術の向上、生産体制の整備を図る。 

 

内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

容 

 

（事業実施期間）  
主要農作物種子確保対策：実施期間設定なし 
主要農作物原種生産事業：平成12年度～ 

（実施内容） 

 1.県が行う事業 

(1)優良種子生産指導費                      486千円 

種子管理委員会の開催、奨励・認定品種の改廃、採種計画の策定、採種圃場の指定、採種

圃場審査・生産物審査の実施、種子生産技術研修会の開催等に必要な経費 

 

(2)種子品質管理機器導入費                494千円 

主要農作物原原種の生産に要する機器を導入 

                                         

  (3)原種生産事業費                    191千円 

①原種圃場審査 

        指定原種ほの圃場審査に必要な経費 

②原種生産指導 

指定原種ほにおいて、委託農家に対し、原種生産に係る特殊技術等の生産指導を実施す

る経費 

③原種品質管理 

生産された原種の品質調査に要する経費 

 

2.市町、団体等への助成事業 

  (1)原種生産管理委託料                   1,618千円  

①原種生産委託料 

（委託先：長崎県央農協・島原雲仙農協・ながさき西海農協・壱岐市農協） 

原種生産と一般種子生産を比較した場合の、より綿密な生産管理に要する経費 

（10ａ当たりに換算し委託料とする（原種生産圃場 10ａ当たり 27,500円）） 

459.5a×27,500円/10a 

②原種備蓄保管委託料（委託先：(一社)長崎県米麦改良協会） 

気象災害等に影響されない安定供給を図るために実施する原種備蓄に要する経費 

および出庫管理等事務に要する経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

予 

算 

額 

 

(千円) 

年  度 金  額 
財    源    内    訳 

国 庫 県 債 その他 一 般 

令和 7年 3,731    3,731 

令和 8年 2,789    2,789 
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（参考事項） 

○指定種子生産ほ場、指定原種ほ（令和 7年）  

作物名 品種名 

指定種子生産ほ場 指定原種ほ 
生産地（ＪＡ） 

※下線は原種生産地 
指定面積

（ａ） 

生産数量

（㎏） 

指定面積

（ａ） 

生産数量

（㎏） 

水稲 コシヒカリ 

つや姫 

なつほのか 

恋初めし 

ヒノヒカリ 

にこまる 

レイホウ 

山田錦 

853 

213 

2,454 

40 

3,509 

4,410 

32 

29 

25,590 

7,239 

78,515 

1,360 

112,274 

152,268 

1,012 

916 

10 

― 

30 

― 

50 

60 

― 

― 

300 

― 

960 

― 

1,600 

2,160 

― 

― 

ながさき西海 

壱岐市 

ながさき西海、壱岐市 

ながさき西海 

ながさき西海、長崎県央、島原雲仙 

長崎県央、島原雲仙 

― 

長崎県央 

水稲計 11,538 379,175 150 5,020  

麦 シロガネコムギ 

チクゴイズミ 

ミナミノカオリ 

長崎Ｗ２号 

はるか二条 

長崎御島 

738 

918 

717 

322 

3,037 

― 

15,488 

17,640 

15,120 

7,350 

75,926 

― 

44 

30 

26 

17 

91 

14 

930 

630 

570 

360 

2,375 

300 

長崎県央 

島原雲仙 

島原雲仙 

島原雲仙 

長崎県央、壱岐市 

長崎県央 

麦計 5,732 131,524 222 5,165  

大豆 フクユタカ 386 2,702 ― ― 壱岐市 

水稲・麦・大豆 合計 17,656 513,401 372 10,185  

【原種生産の仕組】 
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予 算 科 目 農業共済団体指導費 

事 業 名 共済振興対策費 

事 項 名 農業共済団体等指導監督費            （農産共済班） 

 （根拠法令等） 

農業保険法 

     同法 施行令 

 

事
業
概
要 

農業保険法に定められた審査承認等の事務処理を行うとともに、農業共済団体の運営の適正化

と健全な発展を図るために情報収集および農業共済組合等に対する指導・監督を行う。 

 

内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

容 

 

（事業実施期間） 昭和 42年～ 

  

（実施内容） 

  １．県が行う事業                   931千円 

 

  （１）農業共済組合等の指導・監督等 

 

      ・事業運営の効率化と経営基盤の強化 

 

         ・農業保険（農業共済、収入保険）の加入促進 

 

         ・基礎組織の育成強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

予 

算 

額 

 

(千円) 

年  度 金  額 
財    源    内    訳 

国 庫 県 債 その他 一 般 

令和７年 931    931 

令和８年 931    931 
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（参考事項） 

 

 

 

  ○令和７年度現地検査・指導等実績  

  令和７年度  

 

 

 

 

長崎県 

 農業共済組合 

 

 

 

 本所 

 西部支所*1 

 県央支所*2 

 県南支所*3 

 県北支所*4 

 壱岐対馬支所*5 

 県南家畜診療所*6 

 五島地区家畜診療所 

 佐世保地区家畜診療所 

 大村東彼地区家畜診療所 

 平戸地区家畜診療所*7 

対馬地区家畜診療所 

〇 

〇 

〇 

〇 

〇 

 

 

〇 

 

 

 

 

（参考）常例検査実施箇所数 本所＋４支所 

１家畜診療所 

  

      *1…五島事務所を含む。*2…東彼事務所を含む。*3…島原南事務所を含む。 

   *4…宇久小値賀出張所、平戸事務所を含む。*5…対馬出張所を含む。 

      *6…南島原出張所を含む。*7 大島駐在所を含む 

 

  ○コンプライアンス体制強化に対する指導 

 

  ○事業担当者会、運営協議会等 
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予 算 科 目 農作物対策費 

事 業 名 農産振興対策費 

事 項 名 経営所得安定対策等推進事業費            （農産共済班） 

 （根拠法令等） 

    経営所得安定対策等実施要綱 

    経営所得安定対策等推進事業実施要綱 

    水田活用の直接支払交付金実施要綱 

      

 

事
業
概
要 

経営所得安定対策、水田活用の直接支払交付金、コメ新市場開拓等促進事業、畑作物産地形成

促進事業及び畑地化促進事業（以下総称して「経営所得安定対策等」という。）の実施に必要と

なる推進活動等のうち、都道府県段階及び地域段階の事業実施主体が行う現場における推進活動

や要件確認等に必要となる経費を助成する。 

併せて、畑作物の産地づくりに取り組む地域を対象に、関係者間での調整や畑地化に伴う費用

負担（土地改良区の地区除外決済金等）等に要する経費を助成する。 

 

内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

容 

 

（事業実施期間） 平成 24年～ 

（実施内容） 

 （事業内容） 

1.経営所得安定対策等推進事業費補助金  110,000千円 

(1)経営所得安定対策等推進事業費補助金（110,000千円） 

①市町（地域農業再生協議会）への助成（業務内容は以下のとおり） 

・経営所得安定対策等の普及・推進活動、農業者に対する説明、交付申請書や営農計画書

等申請書類の配布・回収、対象作物の作付面積等の確認、農業者情報の収集・システム

入力・集計事務、産地交付金の要件設定・確認事務、営農継続支払を当年産の作付面積

に基づき支払うための準備に必要な活動、その他経営所得安定対策等の円滑な実施に必

要な活動 

②長崎県農業再生協議会への助成（業務内容は以下のとおり） 

・経営所得安定対策等の普及・推進活動、産地交付金の要件設定・確認及び市町に対する

指導、その他経営所得安定対策等の円滑な実施に必要な活動 等 

(2)畑作物産地形成促進事業（推進事務費） 

・需要拡大が期待される畑作物へ転換するため、低コスト生産等に取り組む生産者へ支援す

る事業を円滑に実施するために必要な経費への助成 

(3)コメ新市場開拓等促進事業（推進事務費） 

・水田農業を需要拡大が期待される作物を生産する農業へと転換するため、実需者との結び

付きの下で、新市場開拓用米、加工用米、米粉用米、酒造好適米の低コスト生産等に取り

組む生産者へ支援する事業を円滑に実施するために必要な経費への助成 

 

2.長崎県畑地化促進事業費補助金    21,000千円 

 (1)産地づくりに向けた体制構築支援（補助率：定額（1協議会当たり上限 3,000千円）） 

・畑作物の産地形成に取り組む地域を対象に、体制構築等のために必要な調整経費を定額補

助 

 (2)土地改良区決裁金等支援（補助率：定額（上限 250千円/10a）） 

・令和８年度に畑地化に取り組むことを約束した農業者に対し、地区除外決裁金等の必要支

出経費を補助 

   

予 

算 

額 

 

(千円) 

年  度 金  額 
財    源    内    訳 

国 庫 県 債 その他 一 般 

令和７年 131,000 131,000    

令和８年 131,000 131,000    
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＜
都
道
府
県
段
階
＞

・
経
営
所
得
安
定
対
策
等
の
普
及
・
推
進
活
動

・
需
要
に
応
じ
た
作
物
の
生
産
方
針
等
の
策
定

・
産
地
交
付
金
の
要
件
設
定
・
確
認
、
市
町
村
等
に
対
す
る
指
導

・
荒
廃
農
地
等
の
再
生
利
用
に
必
要
な
活
動

等

＜
市
町
村
（
地
域
）
段
階
＞

・
経
営
所
得
安
定
対
策
等
の
普
及
・
推
進
活
動

・
需
要
に
応
じ
た
作
物
の
生
産
方
針
等
の
策
定

・
申
請
書
類
の
配
布
、
回
収
、
整
理
取
り
ま
と
め
、
受
付

・
対
象
作
物
の
作
付
面
積
・
生
産
数
量
等
の
確
認

・
農
業
者
情
報
の
シ
ス
テ
ム
入
力
、
集
計
作
業

・
産
地
交
付
金
の
要
件
設
定
・
確
認

・
荒
廃
農
地
等
の
再
生
利
用
に
必
要
な
活
動

・
農
業
者
の
水
田
情
報
等
の
収
集
・
整
理

等

＜
国
段
階
＞

・
経
営
所
得
安
定
対
策
等
の
普
及
・
推
進
活
動

・
直
接
支
払
に
伴
う
内
容
審
査
、
シ
ス
テ
ム
入
力
処
理

・
交
付
金
の
支
払

等

経
営
所
得
安
定
対
策
等
推
進
事
業

国
（
地
方
農
政
局
）

市
町
村交
付
申
請
・
交
付

県
、
農
業
団
体
、
農
業
会

議
、
共
済
組
合
等

都
道
府
県
農
業
再
生
協
議
会

○
経
営
所
得
安
定
対
策
及
び
水
田
活
用
の
直
接
支
払
交
付
金
の
実
施
に
必
要
と
な
る
推
進
活
動
等
の
う
ち
、
現
場
に
お
け
る
推
進
活
動
や
要

件
確
認
等
に
必
要
と
な
る
経
費
に
つ
い
て
支
援
を
行
う
。

都
道
府
県

推
進
事
業
の
仕
組

推
進
事
業
の
ポ
イ
ン
ト

地
域
農
業
再
生
協
議
会

市
町
村
、
農
協
、
農
業
委

員
会
、
共
済
組
合
、
土
地

改
良
区
、
農
家
代
表
者

等

 

（参考事項） 

１．経営所得安定対策等推進事業費補助金 

（１）経営所得安定対策等推進事業費補助金 
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２．長崎県畑地化促進事業費補助金 
（１）産地づくりに向けた体制構築支援、（２）土地改良区決裁金等支援 
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